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令和４年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 
 
Ⅰ 普通交付税（当初算定） 
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 令和４年度 令和３年度 伸 率 

道 府 県 分 
（１００，５８６） 

９１，０４２  

（１２１，６９６） 

８９，２７６  

（▲１７．３） 

＋２．０  

市 町 村 分 
（８６，９２４） 

７８，６６２  

（９７，０２１） 

７４，６４５  

（▲１０．４） 

＋５．４  

合 計 
（１８７，５１０） 

１６９，７０５  

（２１８，７１７） 

１６３，９２１  

（▲１４．２） 

＋３．５  

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

    ※表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない。 

 

２．本県分  

（１）交付決定額 

県    分     ２，１７９億   ７６万２千円 （２，２３４億６，２００万８千円） 

市町村分     １，８６４億５，７８３万円    （１，９３７億２，２２７万６千円） 
※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ１８億６，３７０万６千円（▲０．８％）の減となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ 

２９３億４，８７１万８千円（▲１１．６％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ２６億３，２８８万６千円（＋１．４％）の増となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ１０３億９，４５４万６千円（▲５．１％）の減と

なった。 

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 令和４年度 令和３年度 差引増減 伸 率 

県   分 
（２２３，４６２，００８） 

２１７，９００，７６２ 

（２５２，８１０，７２６） 

２１９，７６４，４６８ 

（▲２９，３４８，７１８） 

▲１，８６３，７０６ 

（▲１１．６） 

▲０．８ 

市町村分 
（１９３，７２２，２７６） 

１８６，４５７，８３０  

（２０４，１１６，８２２） 

１８３，８２４，９４４  

（▲１０，３９４，５４６） 

＋２，６３２，８８６ 

（▲５．１） 

＋１．４  

合 計 
（４１７，１８４，２８４） 

４０４，３５８，５９２  

（４５６，９２７, ５４８） 

４０３，５８９，４１２  

（▲３９，７４３，２６４） 

＋７６９，１８０ 

（▲８．７） 

＋０．２ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

  



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、令和２年度から令和４年度の間、地方財政法第５条の特例として発行され

るもの（平成 13年度から令和元年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

各地方公共団体の財源不足額を基礎として、財政力を考慮し算出している。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                      （単位：億円、％） 

区  分 令和４年度 令和３年度 伸 率 

道  府  県  分 ９，５４３ ３２，４２０ ▲７０．６ 

市  町  村  分 ８，２６１ ２２，３７６ ▲６３．１ 

合 計 １７，８０５ ５４，７９６ ▲６７．５ 

 

４．本県分 

  県   分  ５５億６，１２４万６千円 

  市町村分  ７２億６，４４４万６千円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり） 

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 令和４年度 令和３年度 差引増減 伸 率 

県        分 ５，５６１，２４６ ３３，０４６，２５８ ▲２７，４８５，０１２ ▲８３．２ 

市  町  村  分 ７，２６４，４４６ ２０，２９１，８７８ ▲１３，０２７，４３２ ▲６４．２ 

合 計 １２，８２５，６９２ ５３，３３８，１３６ ▲４０，５１２，４４４ ▲７６．０ 

 

  



 

Ⅲ 地方特例交付金 

 

１． 地方特例交付金の概要 

（１）個人住民税減収補塡特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

（２）自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡特例交付金 

自動車税及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による地方公共団体の減収を補塡するため、自動車税

減収補塡特例交付金については各地方公共団体の自動車税環境性能割減収見込額を、軽自動車税減収補

塡特例交付金については各地方公共団体の軽自動車税環境性能割減収見込額を基礎として算定するもの。 

   ※自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡特例交付金は令和３年度までの措置 

 

２． 地方特例交付金（全国）                                          （単位：億円、％）                                               

区  分 令和４年度 令和３年度 伸 率 

都道府県分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

７７３ 

７７３ 

０ 

７９６ 

６４６ 

１５０ 

▲２．９ 

＋１９．７ 

▲１００．０ 

市 町 村 分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

１，３９９ 

１，３９９ 

０ 

０ 

１，３６８ 

１，１６７ 

１４８ 

５３ 

＋２．３ 

＋１９．９ 

▲１００．０ 

▲１００．０ 

合 計 

  うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

２，１７２ 

２，１７２ 

０ 

０ 

２，１６４ 

１，８１３ 

２９８ 

５３ 

＋０．４ 

＋１９．８ 

▲１００．０ 

▲１００．０ 

 

３．本県分 

県   分  ：  ７億１，０６６万７千円 

市町村分  ： １０億６，６００万６千円（市町村別決定額は別紙４のとおり） 

（単位：千円、％）   

区  分 令和４年度 令和３年度 差引増減 伸 率 

県   分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

７１０，６６７ 

７１０，６６７ 

０ 

７２２，４９４ 

５８１，０３３ 

１４１，４６１ 

▲１１，８２７ 

１２９，６３４ 

▲１４１，４６１ 

▲１．６ 

＋２２．３ 

▲１００．０ 

市町村分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

１，０６６，００６ 

１，０６６，００６ 

０ 

０ 

１，０９１，５８８ 

８７１，５６３ 

１１４，０４０ 

１０５，９８５ 

▲２５，５８２ 

１９４，４４３ 

▲１１４，０４０ 

▲１０５，９８５ 

▲２．３ 

＋２２．３ 

▲１００．０ 

▲１００．０ 

合   計 

  うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

１，７７６，６７３ 

１，７７６，６７３ 

０ 

０ 

１，８１４，０８２ 

１，４５２，５９６ 

２５５，５０１ 

１０５，９８５ 

▲３７，４０９ 

＋３２４，０７７ 

▲２５５，５０１ 

▲１０５，９８５ 

▲２．１ 

＋２２．３ 

▲１００．０ 

▲１００．０ 

  ※上記交付金は、いずれも普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 


